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令　和　７　年　度　決　算　状　況

都 道 府 県 名 静 岡 県
コ ー ド 番 号

市 名
ぬ ま づ し 市 町 村 類 型 ７ 年 度 交 付 税

Ｉ － ５
２ ２ ２ ０ ３ ８ 沼 津 市 施 行 時 特 例 市 種 地 区 分

人 口 面 積 人 口 密 度 人 口 集 中 地 区 人 口 産 業 構 造

第２次国
勢
調
査

R7年 179,139 人 ｋ㎡ R2年

就

業

人

口

1,013 162,233 人 区分 第１次

56,262

第３次

R2年 189,386 人 186.84 27年 1,046 164,605 人

2.6 ％ 29.2 ％

R2 2,115 人 24,076 人

世帯

R7.3.31
184,563 人

人

増減率 △5.3 ％ 昭和40年以降の合併状況 年
国
調

60,766 人

68.2 ％
住
民
基
本
台
帳

R8.3.31
182,833 人

            昭 和 43年 4月 1日　駿東郡　原町　

94,375 27

％ 31.2

28,739 人

％ 66.0 ％
93,959 世帯

            平 成 17年 4月 1日　田方郡　戸田村
人

年
国
調

2.8

2,516

区 分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度 区 分 指 数 等 指定団体等の状況

(千円) (千円） 基準財政需要額 35,358,473 千円
旧 新 産

1 歳　　入　　総　　額 Ａ 102,079,933 96,339,914 基準財政収入額 30,821,490 千円
旧 工 特
低 開 発

2 歳　　出　　総　　額 Ｂ 98,247,099 92,556,017 標 準 税 収 入 額 39,425,220 千円
産 炭

山 村 振 興

3 歳　　入　　歳　　出 （A－B） Ｃ 3,832,834 3,783,897 標 準 財 政 規 模 43,962,203 千円
過 疎
首 都 圏 都 市 開 発

4 翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 Ｄ 506,580 424,720
財 政 力 指 数 0.885

(イ)

近 畿 圏 都 市 開 発

中 部 圏 都 市 開 発

実 質 収 支 比 率 7.6 ％
広 域 市 町 村 圏
半 島 振 興

3,326,254 3,359,177 公 債 費 比 率 8.2 ％
特 定 農 山 村

(ア)

6 単　　年　　度　　収　　支 Ｆ
(ア)－(イ)

5 実　　質　　収　　支 （C－D） Ｅ

9.7 ％
指 数 表 選 定
財 政 再 建

△ 32,923 609,042
財 源 超 過

起 債 制 限 比 率 8.1 ％

公債費負担比率

7 積 立 金 （ 財 政 調 整 基 金 ） Ｇ 3,204,071 2,081,778
実 質 赤 字 比 率 － ％

8
繰　上　償　還　金

Ｈ 203 0
連結実質赤字比率 － ％

（転貸債、公共用地先行取得費、
公営企業債を除く） 実 質 公 債 費 比 率 3.9 ％ 事 務 の 共 同 処 理

9 積 立 金 取 り 崩 し 額 Ｉ 225,183 1,755,466 将 来 負 担 比 率 20.9 ％
税 務 事 務

積 立 金 現 在 高 20,266,563 千円
ご み 処 理
常 備 消 防

そ の 他10 実 質 単 年 度 収 支 （F＋G＋H－I） Ｊ 2,946,168 935,354

うち財調基金 8,451,998 千円
一 般 職 員 等

うち減債基金 71,889 千円

区 分
職員数　Ａ

千円
（人） （千円）       Ｂ／Ａ       　　　　　（円）

う ち 財 政融
資 資 金 等 30,956,027

340,854 収益事業収支額 0

給料月給　Ｂ 一人当たり支給月給
地 方 債 現 在 額 74,418,236

債務負担行為額 80,541,062 千円

千円

一 般 職 員
※

(748) (259,703) (347,197)

1,048 357,215

教 育 公 務 員 79 32,461 410,899 土 地 開 発 基 金

千円

うち技能労務職 57 19,215 337,105

千円1,032,371

定 数 一 人 当 た り 平 均

給 料 （ 報 酬 月 額 ）

特 別 職 等

年 月 日 （ 人 ）
区 分

改 定 実 施

※括弧内は一般行政職
市 長 H19.4.1 1 1,005,000

合 計 1,127 389,676 345,764

円

公

営

事

業

の

状

況

事業名
法適用 収支額

（実質収支額）
普通会計からの 職員数

介護保険事業 〃 362,598 2,844,944

副 市 長 H19.4.1 2 800,000

の有無 繰入金　　（千円） （人） 教 育 長 H27.4.1 1 725,000（ 千 円 ）

国民健康保険事業 無 354,974 1,447,995 44 議 会 議 長 H19.4.1 1 600,000

議 会 副 議 長 H19.4.1 1 537,000

46 市 議 会 議 員 H23.3.18 28 493,000

後期高齢者医療事業 〃 65,578 606,187 8 国

保

会

計

の

状

況

加 入 世 帯 数 24,938 世帯

病院事業 有 △539,104 2,600,000 676 被 保 険 者 数 34,567 人

上水道事業 〃 708,935 185,095 65 一世帯当り保険料調定額 154,217 円

被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 料 調 定 額

110,595 円
下水道事業 〃 394,161 2,210,000 37

被 保 険 者 一 人 当 り
療 養 給 付 費 用 額

420,874 円



歳 入 性 質 別 歳 出

区 分
決 算 額 構 成 比 経常一般財源 Ｋの構成

区 分
決 算 額

構 成
比

税 等 経常一般財源 経常収支

（千円） （％）  Ｋ　　 　（千円）　比 　（％） （千円） （％） （千円） （千円） 比率 （％）

地 方 税 35,729,172 35.0 32,788,743 72.3 人 件 費 11,543,056 11.7 10,682,672 10,468,759 23.1

地 方 譲 与 税 493,225 0.5 493,225 1.1 う ち 職 員 給 6,597,328 6.7 5,810,952 ――― ――

利 子 割 交 付 金 58,324 0.1 58,324 0.1 扶 助 費 24,267,079 24.7 7,730,443 5,757,916 12.7

配 当 割 交 付 金 277,665 0.3 277,665 0.6 公 債 費 6,506,083 6.6 6,144,970 6,144,767 13.5

株式等譲渡所得割交付金 439,927 0.4 439,927 1.0 元 利 償 還 金 6,506,083 6.6 6,144,970 6,144,767 13.5

地 方 消 費 税 交 付 金 5,623,474 5.5 5,623,474 12.4 一 時 借 入 金 利 子 ――― ― ――― ――― ――

ゴルフ場利用税交付金 106,700 0.1 106,700 0.2 小計 42,316,218 43.0 24,558,085 22,371,442 49.3

自動車取得税交付金 0 0.0 0 0.0 物 件 費 14,237,649 14.5 10,935,224 7,529,004 16.6

環 境 性 能 割 交 付 金 81,140 0.1 81,140 0.2 維 持 補 修 費 649,909 0.7 440,887 428,742 0.9

法 人 事 業 税 交 付 金 626,748 0.6 626,748 1.4 補 助 費 等 10,186,401 10.4 9,476,951 4,635,346 10.2

地 方 特 例 交 付 金 175,024 0.2 175,024 0.4 繰 出 金 7,185,512 7.3 5,858,348 5,534,301 12.2

地 方 交 付 税 4,969,703 4.8 4,536,983 10.0 積 立 金 5,405,961 5.5 5,291,867
経常収支比率

普　　　通 4,536,983 4.4 4,536,983 10.0 投資及び出資金・貸付金 0 0.0 0
計 89.3

特 別 432,720 0.4 ――― ―― 前 年 度 繰 上 充 用 金 ――― ― ―――
(89.3)

小 計 48,581,102 47.6 45,207,953 99.7 投 資 的 経 費 18,265,449 18.6 3,123,137
※（　）は減収補てん債

交通安全対策特別交付金 29,122 0.0 29,122 0.1 う ち 人 件 費 1,029,660 1.0 1,029,660
　(特例分)、猶予特例債
　　及び臨時財政対策債

分 担 金 ・ 負 担 金 824,343 0.8 ――― ―― 投

資

的

経

費

内

訳

使 用 料 871,727 0.9 53

普通建設事業費 18,234,171 18.6 3,120,716
を経常一般財源から 
除いた場合　　

0.0 補助 10,187,074 10.4 350,027

手 数 料 232,430 0.2 0 0.0 単独 8,047,097 8.2 2,770,689
経常充当一般財源

国 庫 支 出 金 20,703,100 20.3 ――― ―― 災害復旧事業費 31,278 0.0 2,421
40,498,835 千円

国 有 提 供 交 付 金 300 0.0 300 0.0 失業対策事業費 ――― ― ―――
税　等　総　額

都 道 府 県 支 出 金 7,174,261 7.0 ――― ―― 98,247,099 100.0 59,684,499
63,517,333 千円

区分

財 産 収 入 340,365 0.3 50,189 0.1 目 的 別 歳 出 適 用 税 率 の 状 況

合計

構 成
比

税 等 市 民 税

繰 入 金 4,553,082 4.5 ――― ―― (千円）

寄 附 金

繰 越 金 3,783,897 3.7 ――― ――

決 算 額4,266,949 4.2 ――― ――

所 得 割 　標準税率に

（％） (千円） 個

人

分

均 等 割 3,000円

0.1 総 務 費

議 会 費 456,065 0.5 455,395

地 方 債 9,090,800 8.9 ――― ――

諸 収 入 1,628,455 1.6 68,457

労 働 費 93,010

13,670,776 13.9 12,443,587 　　　　　　   対する比率　1.0

35.9 16,720,586

法

人

分

均 等 割

10.0 7,706,336うち臨時財政対策債 0 0.0 ――― ――

0 0.0 ――― ――

50
120
130
150
160
400
410

1,750
3,000

千円

衛 生 費 9,825,382

民 生 費 35,301,117

農 林
水 産 業 費

市 税

0.1 85,690
　

う ち 減 収 補 て ん 債

合 計 102,079,933 100.0 45,356,074 100.0
968,039 1.0 556,373

（％） （％） 課税分

商 工 費 1,295,547 1.3 935,725

75
区 分

決 算 額 構成比 増 減 率 超 過

(千円）
基準税額×

100
土 木 費 16,737,258 17.0 5,546,456

6.0/100
(千円)

消 防 費 3,392,895 3.5 3,230,194

 固 定 資 産 税 1.4/100
―

法人税割
※

市 民 税 14,781,456 41.4 9.4 14,603,175 ―
教 育 費 9,969,266 10.2 5,856,383

個 人 分 12,136,940 34.0 5.6 12,446,856
災害復旧費 31,278 0.0 2,421

法 人 分 2,644,516 7.4 31.1 2,156,319 ― 徴 収 率
公 債 費 6,506,466 6.6 6,145,353

固 定 資 産 税 15,848,045 44.4 △ 0.1 15,827,253 ―
区　分

現 　年
課税分

滞　納
繰越分

合計

諸 支 出 金 0 0.0 0
軽 自 動 車 税 619,276 1.7 7.4 601,720 ―

(%) (%) (%)

前年度繰上
充 用 金

――― ― ―――
市民税 99.2 39.6 98.1

市 た ば こ 税 1,524,597 4.3 △ 2.5 1,540,428 ―
固　定
資産税

99.4 16.8 97.4
特別土 地保 有税 0 0.0 0.0 ――― ― 合計 98,247,099 100.0 59,684,499

合計 99.3 26.3法定 外普 通税 ―― ―― ―― ――― ―

8.2 0.2 ――― ―

97.8

――― ―

目 的 税

都市計画税 2,940,429 8.2 0.0

2,955,798

入 湯 税 15,369 0.0 30.3 ――― ― ※ 平成26年10月1日から令和元年9月30日までの間に事業を開始した事業年
度は9.7/100

旧法による税 ―― ―― ―― ――― ―

合 計 35,729,172 100.0 3.6 32,572,576 ―


